
 

1．はじめに 

 携帯電話人口統計は，スマートフォンなどの高機

能携帯電話により常時測位される位置情報を収集・

集計したものである。これらのデータを用いること

で，特定の時刻における人口の分布や人流などを推

測できるため，近年これらを活用し災害時のミクロ

な人の分布や移動を分析する試みが活発に行われて

いる．例えば，2016 年に発生した熊本地震を事例と

した，Yabe et al（2016），瀬戸他（2016），舩越他（2017）

の各研究では，災害による避難者の移動や集中を，携

帯電話人口統計をもとに読み解くための手法の高度

化が目的とされている．しかし，被害状況や避難所に

おける避難者数の推移などに関する空間的データと

組み合わせた研究は，いまだに稀である． 

 そこで本研究では，2018 年 9 月 6 日に発生した北

海道胆振東部地震後の札幌市を事例に，携帯電話人

口統計の一種である「混雑統計」を用いて，地震と停

電が都市内人口の分布に与えた影響について明らか

にする．特に，札幌市内の避難所について，実際に集

計された避難者数と携帯電話人口統計を合わせて用

いることで，都市部および都市近郊における停電下

での避難行動が，携帯電話人口統計に及ぼす影響に

ついて明らかにする． 

2．研究の方法 

 研究方法は次のとおりである．はじめに，北海道胆

振東部地震の被害状況について，北海道および札幌

市の検証，札幌市内の避難所における避難者数の推

移をもとに概観する．次に，混雑統計データを用い，

地震発生後の人口分布が平常時と比較してどのよう

な傾向を示すのかについて，平常時との差分と空間

的自己相関分析を用いて明らかにする．次いで，平常

時との人口分布の差が札幌の都市構造や避難所等の

施設分布とどのように対応するのか推計し，これら

をもとに考察を行う． 

3．本研究で用いる携帯電話人口統計 

 本研究で用いる携帯電話人口統計は，ＮＴＴドコ

モ社が収集・集計したデータをもとにゼンリンデー

タコム社が提供する混雑統計である。このデータは，

携帯電話人口統計を用いた災害時における都市内人口の分布変化に関する研究 
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データ提供に同意したスマートフォンから 5 分に１

回送信される位置データを，個人が特定できないよ

う集計・匿名化し提供するものである． 

 本研究では，『混雑統計』データのうち，滞留人口

を示す『混雑度』データを用いた．データの集計単位

は 250m メッシュであり，取得対象とした期間は，

胆振東部地震が発生した 2018 年 9 月 6 日を含む，

9 月 1 日から 9 月 30 日までの 30 日間とした．ま

た，朝（午前 6 時から午前 9 時まで），昼（午前 11

時から午後 2 時まで），夕（午後 5 時から午後 8 時

まで），深夜（午後 11 時から翌午前 2 時まで））の

四つの時間帯を設定し，のべ 120 の時間帯にわた

る混雑度を取得した． 

4．平成 30年北海道胆振東部地震の概要 

 2018 年北海道胆振東部地震は，2018 年 9 月 6

日午前 3 時 7 分に発生した地震である．震源に近

い厚真町で震度７，安平町やむかわ町で震度 6 強

を観測し，厚真町を中心に土砂災害などにより北

海道全体で死者 43 名，重傷者 48 名の人的被害が

生じた．また，家屋への被害も広範囲で発生した． 

 本地震における特筆すべき事象として，北海道

全域に及ぶ大規模停電が引き起こされたことが挙

げられる．停電の影響は，水道など他のライフラ

インや公共交通，流通にも波及した． 

 本研究の対象地域となる札幌市では，死者 3 名，

負傷者 295 名の人的被害を生じ，また液状化現象が

発生した市南東部清田区で住家 73 棟が全壊した．ま

た，北海道電力札幌管内では，停電の影響が地震発生

から約 44 時間後の 7 日 22 時 48 分まで継続した． 

 札幌市では，地震後に 300 か所の避難所を開設

しており，9 月 7 日朝には最大 10297 人に達した．  

避難者数は，揺れの大きかった市東部・北部で

先行して増加し，6 日夜には札幌市中心市街地で

大幅に増加，揺れの比較的小さかった市中心部，

西部，東部などでも避難者数の増加が見られた．7

日昼から 8 日にかけて，停電の解消に伴って避難

者数が市内全域で減少した（図１）． 

 

 

5．札幌市周辺における地震後の人口分布傾向変動 

5.1. 分析手法 

本研究では，2018 年 9 月の平日のうち，地震の

影響が少ないと考えられる日時を対象とし，その

平均値を「平常時の混雑度」として用いることに

した．また，地震後各時間帯の混雑度と「平常時の

混雑度」の差分をとることで，地震による人口分

布の変動を求めた． 

さらに，求められた人口分布の変動にどのよう

な特徴があるか検出するため， 値に特徴のある地

域の集積する地域（空間クラスター）の有無と分

布を統計的に特定する Getis-Ord Gi*統計量を用

いた処理を行った．  

5.2. 結果 

前段で推計した平常時の混雑度と比較する形で，

地震発生後の各時間帯における人口分布の変動を

推計した．その結果，中心市街地において地震発

生当日の昼の時間帯から 8 日にかけて，平常時よ

りも混雑度が低い状況が続いたこと，市街地周辺

の地域において混雑度が平常時より高い地域がま

図１ 札幌市における避難者数の推移 

札幌市危機管理対策室資料により作成。 

 



だらに分布することが示された（図 2-1,2-2）．Gi*

統計量を用いて空間クラスターを推計した結果，

6 日朝から 8 日朝にかけて，すべての時間帯にお

いて札幌駅・大通駅周辺にコールドスポット（低

い値のクラスター）が検出された．また，宮の沢駅

南東，麻生駅南北などの地域で，時間的に連続し

たホットスポット（高い値のクラスター）を確認

できた．周辺部では，ほかにもホットスポットが

見られた（図 3-1,3-2）. 

6．混雑度の変動と避難者数の関係 

6.1. 分析手法 

 はじめに，周囲とは異なる数値の傾向を示す「空

間 的外 れ値 」を 検出 する こと がで き る Local 

Moran’s I 統計量を用いて，混雑度の平常時との差

において特異な傾向を示すメッシュの分布を推定

し，避難所などの施設周辺における混雑度が周囲

と異なる傾向を示すか確認した．ここでは，避難

者数がピークに達しており，避難者の避難所への

集中が混雑度に最も影響を与えていたと考えられ

る 9 月 7 日「朝」の時間帯について，「平常時との

混雑度の差」を属性値として用い，Local Moran’s 

I 統計量を算出した．その際に空間重み行列には，

距離の逆数を用いた． 

 次いで，避難所において集計された避難者数と

避難所周辺における混雑度の関係を明らかにする

ため，集計された避難者数と各避難所の立地する

メッシュにおける混雑度の平常時との差の値を用

いて単回帰分析を行った．  

避難所における避難者数の集計値は，混雑度の

集計単位に合わせ，6 日朝から 11 日朝までの集計

図 2-1 混雑度の平常時との差（9 月 6 日昼） 

「混雑統計」より作成 

図 3-1 空間クラスターの分布（6 日昼） 

「混雑統計」より作成 

 

図 3-2 空間クラスターの分布（７日昼） 

「混雑統計」より作成 

 

図 2-1 混雑度の平常時との差（9 月７日昼） 

「混雑統計」より作成 



値を用いた．避難所においては，混雑統計の「深

夜」にあたる時間帯の避難者数集計は行われてお

らず，7 日「夕」の時間帯にも集計結果がないため，

対象となる時間帯は 16 時間帯となる．これら 16

の時間帯のうち，避難者数および混雑度の双方が

使用可能な時間帯が 6 時間帯以上だったものに対

し分析を行った．分析対象は，市内 240 か所の避

難所のうち 99 か所であり，これら避難所について

最小二乗法による単回帰分析を行った． 

6.2. 結果 

 9 月 7 日「朝」における，「平常時との混雑度の

差」を属性値として用いた Local Moran’s I 統計量

の計算結果を図 4 に示す．また，外れ値を示す地

域と避難所の立地についてみるため，避難所の立

地を黄丸で示す． 

平常時よりも混雑度が低い地域が広がっている

ことを示す薄青の地域が，中心市街地を中心に広

がっており，その周辺に高い値の外れ値を示す濃

赤のメッシュが分布する．高い値の外れ値を示す

メッシュは，周囲の傾向と比べて混雑度が高い地

域であり，避難者数がピークに達した 7 日「朝」

においては，避難者が集中した地域と推察される

が，実際には避難所の分布と外れ値の分布に関連

は薄い．高い値の外れ値を示した 59 メッシュのう

ち，避難所が立地するのは３メッシュのみであっ

た．また，高い値の外れ値を示すメッシュに立地

する避難所のうち，最大避難者数が 100 人を超え

るものは１つのみであった． 

 避難所ごとに求められた回帰モデルにおける回

帰係数を図５に示す．図中で青く示されている避

難所は，回帰係数が負の値であり，避難者数が増

加すると混雑度が減少する傾向がある地域である．

最大避難者数が 500 人を超えた大規模な避難所に

おいても，回帰係数が負の値をとる例が見られた． 

 

7．おわりに 

本研究は，平成 30 年北海道胆振東部地震を事例に，

携帯電話人口統計データの一種である混雑統計と，

避難所等で集計された避難者数のデータを用いるこ

とで，札幌市における人口分布の変動とその特徴を

明らかにした． 

その結果，混雑統計混雑度データからは，中心市

街地における昼間人口の減少など，地震の影響に

より平常時と異なる人口分布が見られた．特に，

混雑度による空間クラスターからは，通勤・通学・

買物等の減少によって札幌市の中心市街地で滞留

人口が平常時より大幅に少ないことが確認された。

また，周辺部の住宅地でホットスポットが検出さ

れるなど，地震により異なる人口分布となってい

ることが明らかになった． 

しかし，実際の避難者の分布と，混雑統計におけ

る避難所周辺の混雑度との関係については，明確

な関係が見られなかった．携帯電話人口統計を用

いて避難所等災害時に避難者が集まる地域を推定

図 4 空間的外れ値と避難所の分布 

「混雑統計」, 札幌市危機管理対策室資料より作成 

図５ 避難所ごとの回帰モデルの回帰係数 

「混雑統計」, 札幌市危機管理対策室資料より作成 



する試みは，熊本地震における事例を中心に，こ

れまで多く行われており，それぞれ避難所等に避

難者が集まっている様子をある程度検出できたと

されている．しかし，本研究においては，空間的外

れ値と避難所の分布，避難所における避難者数の

集計値と混雑度の相関などで関連は見られず，本

事例において混雑した避難所について携帯電話人

口統計を用いて検出することは困難であると考え

られる． 

札幌市の調査によれば，札幌市の住民のうち，

避難所に避難したのは 0.5%であり（札幌市，2019），

多くの住民（76.1%）は自宅に留まっている．加え

て，避難所への避難者は札幌市の都市部全域に広

く分布しており，特定の地域において多くの住民

が避難を行った様子は市南東部を除いて見られな

いため，携帯電話人口統計の枠組み内では避難者

の検出が困難であったと考えられる． 

加えて，携帯電話の電源状況と避難決心に関係

があることも考えられる．そのため，避難所内に

おけるサンプルレートが避難所外よりも低くなり，

携帯電話人口統計を用いた避難所混雑の検出が困

難になっている可能性もある． 

 携帯電話人口統計上に現れる地震災害の影響は，

その地震災害の特性によって大きく変化すると考

えられる．リアルタイムで取得することが可能な

携帯電話人口統計は，災害研究だけでなく防災の

現場においても有用なデータであると考えられる

が，その活用方法の検討のためにはさらなる事例

の研究が必要である． 

 本研究では，特に避難所周辺における滞留人口

の変化に着目した分析を行った．しかし，災害時

に人が集中する施設は，ほかに商業施設なども想

定される．また，避難先として避難所以外の施設・

住宅などに向かう事例も多くみられる（札幌

市,2019）．今後「避難所への避難」だけでなく，

様々な行動を対象として分析を行う必要がある． 

 

 

混雑統計について 

「混雑統計®」データは, NTT ドコモが提供するアプ

リケーション（ドコモ地図ナビサービス（地図アプ

リ・ご当地ガイド）等の一部のアプリ）の利用者より, 

許諾を得た上で送信される携帯電話の位置情報を, 

NTT ドコモが総体的かつ統計的に加工を行ったデ

ータ.  位置情報は最短 5 分毎に測位される GPS デ

ータ（緯度経度情報）であり, 個人を特定する情報は

含まれない.  

 

付記 

 本研究は，文部科学省「災害の軽減に貢献するための地

震火山観測研究計画（第二次）」及び JSPS 科研費 19K01166

「千島海溝地震による津波の避難行動モデル化と情報統

合システム構築」における成果の一部である． 
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